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内縁解消における財産の清算 
― 大阪高決平成23年11月15日家月65巻４号40頁を契機に ―











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「別産制」（régime de séparation de biens，フ民1536条）と，「後得財産分配





















には，夫婦双方の共通財産（biens communs），夫の固有財産（biens propres 
du mari），妻の固有財産（biens propres de la femme）の３つの財産がある。







は共通消極財産（passif de la communauté，同1409条）となる。この制度は，
離婚，夫婦の一方の死亡，別居などで解消され（同1441条），まず，共通財産































































































































































































































































⎝　 松久準教授は，欧州に影響を与えるヨーロッパ家族法委員会（Commission on European 
Family Law, CEFL）によるヨーロッパ家族法原則（Principales of European Family 
Law）の動向を考察している（松久和彦「ヨーロッパにおける夫婦財産制の動向につい
て－ヨーロッパ家族法委員会（CEFL）の活動の紹介」田井義信『民法学の現在と未来』
（2012年，法律文化社））。また，ドイツとフランスが締結した「選択的剰余共同性に関
するドイツ連邦共和国とフランス共和国との間の2010年２月14日の条約」の論文がある
（同「ヨーロッパにおける家族法の調和の試み―ドイツとフランスの夫婦財産制に関す
る条約の紹介―」香川法学34巻１号２号（2014年）。
⎝　 法務省「民法（相続関係）等の改正に関する中間試案」（http://www.moj.go.jp/shingi1/
shingi04900291.html.）。
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※本稿の校正中の2016年11月５・６日に『日本家族＜社会と法＞学会第33回学術大会』が
あり，「第２部シンポジュウム家族法改正―その課題と立法提案」において，法定財産
制を現行の別産制に替えて所得参与制（スイス型モデル）の採用を提案した。
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